
【資料１２】人口集中地区の人口密度と商業施設の
一人当たり床面積（都道府県別）

ＤＩＤ人口密度と一人当たり商業施設床面積
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平成12年国勢調査、経済産業省「我が国の商業2005」から作成

人口集中地区の人口密度が低い都道府県ほど、一人当たりの商業施設の床面積が
広くなる傾向にあります。

第1回 事務局資料

小売業販売額、売場面積と

改良済道路延長
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小売りの販売額は、近年減少傾向にあります。景気の影響、人々の嗜好がモノからサービスへ
移っていることなどが背景にあるとされています。

販売額は90年代をピークに横ばい・減少していますが、売場面積は一貫して伸びています。いわゆ
るロードサイド型ショップが伸びている一方で、駅周辺、既設市街地は減少しています。

（02年：91年比 販売額5％減、売場面積28％増）

販売額は横ばい・減
少傾向ですが、床面
積は一貫して増大

【資料１３】商業施設の拡散の実態

経済産業省商業統計、国土交通省道路統計年報第1回 事務局資料

大規模小売店舗の新設店の店舗面積上位15（2004.5～）
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【資料１４】大規模小売店舗の新設店

＜立地＞ 郊外道路 駅前
郊外住宅 その他 「大型小売店舗総覧2006」（東洋経済新報社）より作成

超大型店については、郊外を中心に出店が続いています。郊外店ほど、駐車場
の台数が多い傾向にあります。

第1回 事務局資料

業務部門からの2005年度CO2排出量は基準年比42.2%増加している。

業務部門の中では、事務所ビル、卸小売業からの排出割合が大きい。

CO2排出量の基準年比増加率が大きい業種は、劇場・映画館（2004年度排出量は基準年比＋80.7%)、
であるが、業務部門の中で占めるシェア（2004年度CO2排出量ベース）が小さいため、業務部門全体へ
の影響は小さい。一方で、業務部門の２割以上をそれぞれ占める事務所ビル、卸小売でCO2排出量が４
０％以上増加している。

業務部門からの2005年度CO2排出量は基準年比42.2%増加している。

業務部門の中では、事務所ビル、卸小売業からの排出割合が大きい。

CO2排出量の基準年比増加率が大きい業種は、劇場・映画館（2004年度排出量は基準年比＋80.7%)、
であるが、業務部門の中で占めるシェア（2004年度CO2排出量ベース）が小さいため、業務部門全体へ
の影響は小さい。一方で、業務部門の２割以上をそれぞれ占める事務所ビル、卸小売でCO2排出量が４
０％以上増加している。

業務部門におけるCO2排出量推移 業種別CO2排出量増減等（90→04FY）

出典：温室効果ガス排出・吸収目録、エネルギー経済統計
要覧（日本エネルギー経済研究所編）等より作成。
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基準年→04FY
排出量増減率

基準年→04FY床
面積増減率

13.0% +38.0% +37.0%

事務所ビル 2.9% +45.3% +45.0%

ホテル・旅館 1.3% +42.5% +22.6%

劇場・映画館 0.4% +80.7% +45.6%

学校 1.6% +19.6% +13.8%

病院 1.2% +15.3% +55.3%

卸小売※ 2.8% +41.8% +43.2%

飲食店 0.9% +33.7% +28.0%

その他サービス 1.9% +41.4% +44.5%

業務部門

※百貨店・スーパーを含む。

【資料１５】業務部門におけるC02排出量推移

中環審・産構審 第３回合同会合資料（2006年12月）
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事務所ビル、卸小売業をはじめ、業務部門では、床面積の増加がCO2排出増に寄与している。（業務部
門全体をみると、1990年度と2004年度でCO2排出量／床面積はほぼ一定。）

エネルギー原単位の変動を業種別にみると、事務所ビル、病院、卸小売業で原単位が若干改善してい
る一方、劇場・映画館、学校の原単位が悪化している。

事務所ビル、卸小売業をはじめ、業務部門では、床面積の増加がCO2排出増に寄与している。（業務部
門全体をみると、1990年度と2004年度でCO2排出量／床面積はほぼ一定。）

エネルギー原単位の変動を業種別にみると、事務所ビル、病院、卸小売業で原単位が若干改善してい
る一方、劇場・映画館、学校の原単位が悪化している。

温室効果ガス総排出量変化への寄与度（90→04FY）

出典：温室効果ガス排出・吸収目録、エネルギー経済統計要覧
（日本エネルギー経済研究所編）等より作成。

業務部門におけるCO2排出量、床面積の推移

CO2排出量

床面積

CO2排出量／床面積

0.90

0.95

1.00

1.05

1.10

1.15

1.20

1.25

1.30

1.35

1.40

1
9
9
0

1
9
9
1

1
9
9
2

1
9
9
3

1
9
9
4

1
9
9
5

1
9
9
6

1
9
9
7

1
9
9
8

1
9
9
9

2
0
0
0

2
0
0
1

2
0
0
2

2
0
0
3

2
0
0
4

年度

1
9
9
0
年
度
を
1と
し
た
場
合
の
指
数

CO2排出量

床面積

CO2排出量／床面積

【資料１６】業務部門におけるC02排出の要因等

中環審・産構審 第３回合同会合資料（2006年12月）

デフレではなく商業床の過剰
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値下げによる売上減の方が、販売量

増加による売上増よりも大きい
(価格弾力性＜1)

– 価格弾力性＜１の状況下で新規店舗増設を続ければどうなるか –

今の日本：商業施設が増えすぎ、坪効率が下がりすぎ
て､坪効率×床面積＝売上までもが減っていく状態

(郊外乱開発→経済音痴の過当競争が逆に成長を阻害)商
業
床
の
坪
効
率(
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0
商業床の供給量(Ｑ)

坪効率低下による売上減

よりも、床面積増加によ

る売上増加の方が大きい
(価格弾性値＞1)

いわゆる
需要曲線

昔々の日本：商業施設が少なすぎ、既存商店の坪効率
は高いが､坪効率×床面積＝売上は増えない状態

(大型店規制や寡占に甘えた商売が成長を阻害)

→商業施設が増えると
坪効率は下がるが売上は増える

– 「いい品をどんどん安く！」が経済を成長させた幸せな時代の成功体験 –

【資料１７】過剰な商業床面積と小売販売額①

第1回 藻谷委員発表資料

商業床過剰が総販売額を減らす
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【資料１８】過剰な商業床面積と小売販売額②

第1回 藻谷委員発表資料

【資料１９】DID人口密度と戸建住宅比率

DID人口密度と戸建比率
（都道府県）
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平成12年国勢調査より作成

人口集中地区の人口密度が低い都道府県ほど、戸建住宅の比率が高くなる傾向に
あります。

第1回 事務局資料



【資料２０】戸建住宅と集合住宅のエネルギー消費

日本建築学会「住宅用エネルギー消費と温暖化対策検討委員会」によると、全国数千世帯へのアンケート調査の
結果、集合住宅の形態的、構造的特性に加え、世帯人数や延床面積などの影響もあって、世帯当たりのエネルギー
消費量は、全国平均で、戸建住宅が、48.6GJ、集合住宅が29.4GJとなっています。

第1回 事務局資料
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【資料２２】前橋市、高知市、奈良市の概要

133,774139,997106,078世帯数

70126,3604,514ＤＩＤ人口密度

45.943.745.3ＤＩＤ面積

321,668227,948204,541ＤＩＤ人口

211.6145.0147.34面積

366,185330,654284,155総人口

奈良市高知市前橋市2000年

31,02654,44739,695世帯数

9,84110,13710,473ＤＩＤ人口密度

6.813.510.2ＤＩＤ面積

66,916136,845106,825ＤＩＤ人口

211.9131.9113.4面積

134,577196,288181,937総人口

奈良市高知市前橋市1960年

国勢調査、各市資料より作成

29.7奈良市

29.6高知市

46.2前橋市

一人当たり道路
面積（㎡）

0

2000

4000

6000

8000

10000

12000

1960年 2000年

ＤＩＤ人口密度の変化

前橋市

高知市

奈良市

第3回 事務局資料

自動車通勤・通学者比率（従業地・通学地）
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【資料２３】自動車依存度とＣＯ２排出量（運輸旅客）

一人当たり年間CO2排出量（運輸旅客）
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